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設置の趣旨等を記載した書類 

１ 設置の趣旨及び必要性 

（１）熊本大学の基本的な目標等 

熊本大学は、明治以来の伝統を有する旧制第五高等学校や熊本医科大学などを統合し、九

州における中核的総合大学として昭和 24 年に発足し、地域社会や国際社会と緊密につなが

りつつ、高度なレベルで教育･研究･社会貢献に取り組んできた。 

 本学は、「グローバル化」や「少子高齢化」をはじめ、社会的変化の激しい 21世紀社会に

おいても、個性と強みを生かし、知の探求、創造、継承、連携、発信を行うことのできる大

学として、基礎から応用までさまざまな課題の解決に果敢に挑戦し、世界の未来に貢献する

“国際的な研究拠点を志向する地域起点型大学”を目指している。   

研究においては、国際的研究拠点大学（研究大学強化促進事業）として、また県内唯一の

国立大学として、阿蘇、有明・不知火海等、地域の自然や風土が育んだ研究素材・研究環境

を生かした“熊本ならでは”の特色ある研究拠点形成を育成し、「低炭素・資源循環・環境

共生」型社会の構築を目指し、地域社会へ還元してきた。 

 教育においては、スーパーグローバル大学として、留学生の受け入れを増加させるととも

に、豊かな国際感覚をもち、柔軟かつ創造的な思考で国内外の諸課題に取り組むことのでき

る「グローバル人材」を育成することを目指している。この目標の実現のために、学士課程

において「グローバル・リーダー・コース」を設定し、独自の入試を行っている。このコー

スの設置に対応して、教養教育組織として「グローバル教育カレッジ」を全学横断的に整備

し、幅広い教養や国際対話力等の国際通用性の高い教育プログラムを提供している。さらに

高大連携事業の一環として「グローバル Youth キャンパス事業」を展開し、中高生や高専生

への早期グローバル教育を実施している。 

 

（２）熊本大学社会文化科学教育部の沿革 

 熊本大学大学院社会文化科学教育部は、知識が、社会の活力、経済の競争力、個人の雇用・

生活等を大きく左右する資源となる知識基盤社会において、人文社会科学の知識及びこれ

に基盤を持つ実践知を駆使し活躍できる高度専門職業人の養成を充実させるとともに、学

際領域を含む諸学の研究教育拠点として、日本の学術を牽引し、世界の知の発展に貢献する

研究及び研究者養成を推進することを目指し、それまでの文学研究科（修士課程）及び法学

研究科（修士課程）並びに独立研究科であった社会文化科学研究科（博士課程）を統合し、

平成 20 年に区分制大学院として発足した。これに合わせて、博士前期課程の法学領域にお

いては、法学研究科に属していた公共政策学領域を独立させ、地方分権化時代の政策形成担

当者と研究者を養成する公共政策学専攻と実定法関係の教員を中心に、社会の法化に対応

できる深い法律的理解力をもった法律実務家と研究者を養成する法学専攻を設置した。さ

らに、文学研究科のコミュニケーション学、倫理学、社会学、文化人類学、地理学、言語学、
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哲学、心理学等の教員と法学研究科の法学、経済学、経営学、政治学の教員を基盤に、融合

的な専攻として、現代社会人間学専攻を設置し、急速に変化する現代社会関係の中で、倫理、

紛争解決、経済交渉などの課題を実践的・学術的に対応できる人材を養成する教育体制を整

えた。 

 研究科設置から 10 年余りとなり、急速な少子高齢化、グローバル化、情報技術(IT)の進

展、地方創生や地方分権改革のさらなる推進、産業技術の高度化等に伴い生じる多種多様な

課題に的確に対応できる専門的知識とスキルを身に付けた研究者や高度専門職業人の養成

及び社会人の再教育のニーズが高まっている。全国的に見て、社会科学系大学院の学生募集

は厳しい状況にあるが、上述のような課題や行政法務の高度化・専門化により、公共部門の

みならず広く地域社会において社会科学系人材のニーズは少なくない。 

このような社会科学系人材養成のニーズに応えるため、平成 31年４月から、従来社会文

化科学研究科博士前期課程の法学及び公共政策学に重心を置いた公共政策学専攻、法学専

攻と、社会学、社会福祉学に重点を置いた現代社会人間学専攻交渉紛争解決・組織経営専門

職コースとに分散していた紛争解決に関する社会科学系の修士課程教育プログラムを新た

に「法政・紛争解決学専攻」として一専攻に再編し、法学部、大学院社会文化科学教育部及

び旧法曹養成研究科教員の社会科学系教員の教育力を結集して、法学、公共政策学、社会学、

社会福祉学の社会科学各分野をバランス良く配置した。 

 

（３）国際連携専攻設置の趣旨 

今回の申請は、熊本大学大学院社会文化科学教育部に、米国マサチューセッツ州立大学ボ

ストン校（以下「UMass Boston」という。）との紛争解決学国際連携専攻を新たに設け、両

大学の連名による修士のジョイント・ディグリーを授与しようとするものである。 

UMass Boston の紛争解決学に関するプログラムは、McCormack Graduate School of 

Policy and Global Studies（以下「マコーマック大学院」という。）の中に設置されてい

る。同大学院は、特に修士課程において、公共政策学、紛争解決学の分野で全米でもベス

ト 30の中に数えられるほど教育体制が充実したものとして評価されている（Best Value 

Schools (https://www.bestvalueschools.com/)の行った 50 Most Innovative Public 

Service Schools in the U.S.(https://www.bestvalueschools.com/50-most-innovative-

public-service-schools-in-the-us-2015/)というランキングによる。）。同大学院は 2003

年に設置され、UMass Boston において公共政策分野でのよりダイナミックな教育研究のた

めのセンターとなるべく設置されたもので、その前身は 1983 年に創設された McCormack 研

究所である。以後、30年以上にわたって、紛争解決学や公共政策学分野で先導的な働きを

している。現在、紛争解決学のコースは紛争管理、平和構築、ローカル及びグローバルな

組織の管理運営などの問題について学ぶためのプログラムを提供している。 

このように、公共政策や地域コンフリクト解決に経験が深い UMass Boston と、紛争解決

学の大学院を持ち、環境・災害コンフリクト研究、高齢化とコンフリクト（認知症をめぐる
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コンフリクト研究など）の蓄積がある熊本大学がお互いの強みを持ち寄ることによって、日

本（熊本大学）にとっては、①日本における大学院での紛争解決学教育研究水準を国際レベ

ルに引き上げ、②日本の紛争解決知見を国際社会に発信する道筋を確立し、③日米の紛争文

化や制度に精通した高度な専門知見と国際的視野を有する高度専門職業人を養成すること

が可能となり、また米国（UMass Boston）にとっても、④日本を含むアジアの紛争解決の知

見を学ぶ機会を得ることができる、⑤環境、災害、高齢化とコンフリクトなど、世界で必要

とされるが UMass Boston で人材育成ができない分野の紛争解決を学ぶことができる、など

の効果が期待される。こうした相乗効果によって、グローバルな多文化共生世界に貢献して

いく人材を育成していくことを目指している。 

上記の人材目標は、UMass Boston の教員も熊本大学での教育コンテンツの作成に参加す

ることで、共有できるようにする。 

 

（４）国際連携専攻設置の背景 

本専攻は、一つの大学では提供できない高度なプログラムを海外の大学の教育資源を活

用することにより提供するものである。グローバル化し、複雑化した今日の社会において単

独の大学で社会及び学生のニーズにすべて応えるのは困難となっている。社会課題の多様

化とグローバル化への対応のみならず、ビジネス界からもグローバル化に対応できる人材

養成への期待が大きい。グローバルな連携が望まれる所以である。こうした背景から、大学

においてもグローバルな時代に適合した国境を越えた連携を行うことは強く求められてお

り、本教育部は国際連携によってそのような今日的課題に対応しうる教育プログラムを提

供することを目指している。 

 本専攻で教育を行う紛争解決学は、身近な人間関係、家庭、組織、地域、国や国際社会レ

ベルなど、あらゆるレベルでのコンフリクトを建設的に解決し、より良い変化を社会に生み

出していくための学問である。対話など、主に行動科学に基づく方法によって解決を模索す

る学問であり、①国際関係論、②法学の裁判外紛争解決、③経営学・経済学の交渉や人事管

理の分野、④社会心理学や対人臨床心理学、⑤哲学や宗教学での平和論や和解論などを背景

として、1970 年代後半に成立し始めた学問である。 

北米では、訴訟社会への反省も含め、対話等の裁判以外での紛争解決を目指す紛争解決学

の教育が 1980 年代前半から開始され、現在までで北米だけでも 150 以上の高等教育機関が

そのような教育を提供している。日本では、国際関係論や法学、経営学、社会心理学などの

既存の個別学問の中で個別の研究者によってそれに触れた知見が紹介されてきたが、それ

らが統合されて一つの学問としては成立してこなかった。そのような中で、2008 年に熊本

大学は、日本で初めて、紛争解決学を専門とする大学院の教育プログラム（大学院社会文化

科学研究科 現代社会人間学専攻 交渉紛争解決・組織経営専門職コース）を開始し、さら

に 2019 年度からは、法政・紛争解決学専攻として、内容をいっそう強化したプログラムを

開始している。 
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日本社会は他の多くのアジア諸国と同様に、文化的に人間関係の調和重視型の社会であ

り、北米などに比べれば、明示的な紛争は起こりにくいと考えられてきた。しかしながら、

近年、人々の意識の変化、社会構造の変化等により、以前では考えられなかったコンフリク

ト現象が、社会的課題となるようになった。人々の権利意識あるいは消費者意識の変化によ

り、ビジネスの現場、医療現場、教育現場等でのクレームやコンフリクトとそれへの対応が、

注目を集めている。また、少子高齢化や経済状況の変化、そのための急激な社会構造改革は、

新しい軋轢を生んでいる。厳しくなる労働環境における労使あるいは労働者間のコンフリ

クトはもちろんのこと、家庭や地域での、子どもの虐待、高齢者の虐待、介護負担による家

族コンフリクト、認知症など高齢者の身体機能の低下による新しいコンフリクト（交通事故

も含めて）も生まれている。また、災害大国の日本では、東日本大震災や熊本地震をはじめ

とする各地の様々な災害が、被災地域あるいはその外側にもコンフリクトをそのたびにも

たらしている。 

 日本における伝統的コミュニティや伝統的価値観が機能していた時代には、その伝統の

中にある解決規範が、コミュニティ成員の中で共有されていたが、交通手段の発達や新しい

情報通信機器（近年では IT や SNS）が普及してからは、日本でも規範を共有しない人同士

のコンフリクト解決の必要に人々は直面し始めている。 

 それに加え、グローバル化より、日本社会の規範を共有する者と、それ以外の者の間のコ

ンフリクト解決の必要もある。日本への外国人の受け入れ以外に、海外への日本人の進出も

ある。ほとんどのビジネスは国境や文化を越え、異文化間でのやり取りが基盤となり、日本

人も外国人とチームを組んだり、外国人をマネージする必要が出てきたりしている。そこに

おいては、日本国内の紛争解決能力を高めるだけでなく、日本やアジア文化圏あるいは欧米

文化圏の紛争文化や紛争行動を明らかにして、日本やアジアとそれ以外の文化圏で、多文化

間でのコンフリクトに日常的に対応していく必要性が生まれている。 

 このようなことを背景に、①日本における紛争解決学の教育・研究と人材育成の強化の

ニーズ、②日本を代表とするアジア文化圏の紛争文化・紛争行動を明らかにし、世界に発信

していくニーズ、③上記を通じて、グローバル社会において日本から世界の人類共生に貢献

するニーズ、がある。紛争解決学の先進国である米国で歴史ある紛争解決学教育を行ってい

る UMass Boston と、当該分野の日本の先駆的存在である熊本大学が連携をすることで、社

会的ニーズに応えていくものである。 

 

（５）教育研究上の目的 

本専攻の教育研究上の目的は、米国において発展した紛争解決学の高度な専門知識を習

得し、熊本、日本、そして米国のそれぞれの地域におけるローカルな紛争はもとより、国際

レベルのグローバルな紛争に対して対話的解決を実践できる人材を養成することである。

さらに、ジョイント・ディグリー・プログラムの特長を活かし、英語を共通言語としてコミュ

ニケーションする力を備え、多様な人たちと協調した活動を牽引する日本やアジア、米国の
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懸け橋となる人材を養成する。 

本専攻の母体となる法政・紛争解決学専攻では、紛争に関する理論や実践、価値変容など

も含めて学習できるように設計されているが、本専攻ではそれをさらに深化させ、日米比較

を通じて広い視野に立った価値変容及び社会的変化を学ぶことができること、多様な文化

的背景をもった人々とコミュニケーションを取りながら、紛争の背景や解決のプロセスを

学ぶことができることを特徴としており、熊本大学の学生のみならず UMass の学生にとっ

ても、大きな利点を提供する。 

上記のような教育研究上の目的に関しては、協定書作成に向けた協議を通じて、UMass 

Boston と共有している。今後も、テレビ会議システム等により日常的に情報共有を行うと

もに、年に１回程度、対面にて、教育研究に関する両大学教員の協議の場を設け、実施状況

を継続的に検証する。 

 

（６）３つの教育ポリシー（資料１：３つの教育ポリシー） 

（ア）ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針・人材育成像） 

本専攻では以下のような能力を備えた人材に修士の学位を授与する。 

①ローカル及びグローバルな紛争に関する専門知識を修得し、対話的解決を実践できる。 

紛争解決学における多様な紛争理論と、その理論に基づく解決手法に関する専門知識を

幅広く持ち、現代社会の様々な紛争現象を適切に分析し、その解決のためのプロセスをデザ

インし、実施し、評価していくことのできる能力をもっていること。 

紛争と集団、紛争と文化、紛争と暴力、紛争と国家・国際関係、紛争の拡大と膠着、正義

などの諸理論を学び、こうした理論的学習に加えて、交渉、調停、合意形成ワークショップ

などの実践を体験し、紛争解決のプロセスをデザインするスキルをもつこと。 

 

②日米の紛争文化及びその解決の制度に関して深い理解をもっている。 

日米の紛争は、その背景や解決の制度を異にするが、本専攻では、日米の大学のジョイン

トという強みを生かし、特に、日米双方の紛争文化とその解決制度に精通し、それぞれの国

内での紛争と、両国間の紛争について、適切に分析し、日米間の相互理解を進める能力を

もっていること。 

 

③紛争を現代社会の価値変容、社会変容の機会として理解できる。 

近年の紛争解決学のパラダイム（コンフリクト・トランスフォーメーション）では、紛争

は、関係性、組織や地域、社会の在り方が変化を必要とするとき、その変化の兆しを示すも

のである、と考えられている。こうした理解を背景として、本専攻での学びを新たな社会的

価値の創造に結びつけることができる能力をもっていること。 
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④グローバルなコミュニケーション力を培い、多様な人たちと協調した活動ができる。 

本専攻は、ジョイント・ディグリーの強みを生かし、文化的背景の異なる、多様なバック

グラウンドをもった学生たちと紛争とは何か、その解決とは何かを学ぶことができる。 

また、インターンシップなどの活動を通じて、課題に協調して取り組む体験を積み、日本

という同質性の高い空間で学ぶよりも、文化的背景などの違いをもった学生たちと学び合

うことができること。 

UMass 学生は日本で学ぶ機会をもつことで、アジア的文化を知るなど、米国以外の視点を

もつことができ、紛争の理解及び現代世界の理解を深めることができること。 

  

（イ）カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・実施の方針） 

 本専攻は、紛争解決学の教育に関して、日米双方の紛争解決の制度と課題を学び、国際的

視野に立ち、紛争を価値変容の機会と捉え、グローバルな課題解決への取組や役割を担う人

材を育成するために、熊本大学と UMass Boston の共同カリキュラムを次のような方針に

沿って作成し、実施する。 
①２年間の履修にかかる科目群を、＜基礎科目群＞＜応用科目群＞＜インターンシップ＞

＜特別研究Ａ、Ｂ＞に分けて置く。 
②学生は、2 年間の履修の前半で、紛争解決学の基礎知識を得る科目を履修する。また両大

学による共同開設科目を置いて、理論的理解の統一を図る。 
③応用的理論と技法についての科目を後半に置く。また熊本を始めとした地域紛争に関す

る科目を応用科目群として位置づけ、日米の紛争の違いを俯瞰できるようにする。 
④実践的な科目としてインターンシップを必修として置く。 
⑤熊本大学及び UMass Boston の共同の研究指導のもと、特別研究Ａ、B を履修する。 
 
（ウ）アドミッション・ポリシー（入学者受け入れの方針） 

近年、日本社会でも、人々の意識の変化、社会構造の変化、グローバル化等により、以前

では考えられなかった紛争（コンフリクト）現象が生じており、社会的課題となってきてい

る。また、各地の様々な災害が、被災地域あるいはその外側にも紛争をそのたびにもたらし

ており、その解決の手法及びシステムの構築が求められている。 

 そこで本専攻では、次のような人を求める。 

①身近な人間関係、家庭、組織また地域、国、国際社会レベルなどの、ローカルな、またグ

ローバルな紛争を現代社会の重要で必須の課題として捉える人 

②そうした紛争の法的または公共政策的な解決のみならず、対話や行動科学に基づく方法

などによって、相互的・建設的に、そして平和的に解決する方法・システムを学び、より良

い社会の創出に貢献したいという意欲に満ちた人 

③英語を共通言語として学び、海外での学習に意欲のある人 

④日米の文化的な相違にも関心を払い、協調して学習する意欲のある人  
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２ 学科・専攻の特色 

 本専攻は、以下の特色を有する。 

（１）熊本大学と UMass Boston の両方から強みのある科目を出し合うジョイントプログラム 

 UMass Boston の紛争解決学の教育プログラムは、紛争解決学の発祥国としての充実した

プログラムであるのみならず、紛争解決学が始まったといわれるハーバード大学等、世界の

紛争解決学のトップ大学が集まるボストンにある大学であり、当該学問における最高の学

術環境の中にある。そればかりか、州立大学として、州の政策コンサルティング機能を果た

しているため、その意味で、公共政策学に長い歴史を持ち、熊本の地域政策の助言機能も果

たしてきた熊本大学と共通する役割を持つ大学でもある。 

 熊本大学は、紛争解決学のコースを 10 年前から開始し、本コースは隣接する法学や公共

政策学と連携しながら、日本やアジアにおける紛争解決の経験や人材ネットワークを蓄積

してきた。また、地域への政策助言機能も果たしてきた。特に、世界的な公害事件であった

水俣病や川辺川ダム問題による地域コンフリクトに関する研究教育の蓄積を持ち、また、福

島原発災害による地域コンフリクトや高齢化によるコンフリクト（認知症とコンフリクト

など）、あるいはハンセン病問題の研究蓄積もある。 

このような中で、両校の強みを生かし、紛争解決学発祥国でその長い教育経験を持つ

UMass Boston から「理論入門」「交渉学」「紛争解決学における研究の方法」などの理論・

手法の基礎となる授業を、また、水俣・福島・川辺川等の環境・災害コンフリクト、高齢化

とコンフリクトなどの豊かな事例をもつ熊本大学からは「地域開発と紛争解決」「環境正義

や 健康に関する紛争解決：ケース・フィールドスタディ」などのケース重視の授業を提供

し、両校の強みを生かし、理論から実践までの一貫した教育の中で、当該分野の高度職業人

を育成することが可能となる。 

 また、両校が、互いに自校ではもたない授業科目を提供し合うことで、より包括的で選択

肢の多い授業プログラムを実現する。具体的に、熊本大学にとっては、「紛争解決学におけ

る研究の方法」「組織内の紛争解決」「文化横断的紛争」などがそれであり、また、UMass に

とっては、「環境正義や 健康に関する紛争解決：ケース・フィールドスタディ」以外にも、

「修復的正義-その理論、実践、適用」「紛争における意思決定とゲーム理論」などがそれに

あたる。 

 

（２） 相手校での学習を間に挟むサンドウィッチ方式での教育 

 ２年間の原則４学期の中で、熊本大学学生は、最初の１学期（１年次前期）を熊本大学で

過ごし、基礎学習と留学への準備をし、第２学期（１年次後期）と第３学期（２年次前期）

を UMass Boston で過ごし、再び、第４学期（２年次後期）は熊本大学に戻り、修士論文の

仕上げや総合演習など、学習のまとめを行っていく。他方、UMass Boston 学生は、最初の

１年を UMass Boston で学び、２年次の６月から１月にかけての８ヶ月間を熊本大学で学び、

２年次の２月～５月（UMass Boston での後期）を UMass Boston で修士課程の仕上げに取り
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組む。 

 こうした履修形態を取ることで、自らの基礎となる文化圏での学びから、相手の文化圏で

の学び、その後最後に自らの文化圏に落とし込むというサンドウィッチ方式の教育が可能

になり、学びを成熟させることができる。 

 

（３） 英語を基盤にしつつ、日本語や他文化を学ぶ 

 このプログラムでの授業は、基本的に共同開設科目以外の科目は、すべての授業が英語

で提供される。そのことにより、熊本大学学生は、日本語で提供される科目によって基本

的知識を身につけて、その上で英語によって日米の紛争現象を分析し、解決法をデザイン

する能力や交渉を行う実践的スキルなどを身に着けていくことになる。それにより、日米

両国における紛争はもとより、英語圏で活躍できる能力を身に着け、国際的な紛争解決

リーダーとなっていく。 

 また、UMass Boston 学生には、授業は英語による教育ではあるものの、日本の地域を舞

台とした多様な紛争やゲーム理論などを学ぶほか、日本での日常生活体験を通じて、基礎

的な日本語の習得や日本文化の習得を行う機会がある。その中で、UMass Boston において

も、日本やアジアの紛争や文化に精通し、日本やアジアと米国の懸け橋となるような人材

が育成できる。 

 また、文化人類学などを基盤とする授業を複数用意しており、自分の文化やアイデン

ティティ、他者の文化やアイデンティティへの理解とセンシティビティを養成し、国際

人、そしてグローバル社会での紛争解決リーダーとしての素養を身に着けることが可能で

ある。 

 

（４） 環境・災害からくる紛争や高齢化と紛争など、新領域の紛争を学び、新たな時代の

リーダーを目指す 

 世界の紛争解決学の中でも、環境問題にかかる紛争や、災害における紛争、また、高齢

化と紛争といった課題は、近年関心が高まってきているが、欧米でも確立していない新領

域である。熊本大学は、世界的に有名な公害病である水俣病とそれによる地域紛争に関す

る研究や教育の実績があり、また福島原発事故による人間関係やコミュニティに生じた紛

争の研究実績や、熊本地震による地震災害の紛争研究と解決実践の蓄積をもつ。また、近

年は認知症など高齢化に伴う新しい紛争現象への教育や研究も行ってきている。 

 このような熊本大学の資源は、UMass Boston にとって連携する魅力となるばかりか、世

界の紛争解決学にとって、日本からの大きな貢献が期待される分野である。 

 学生は、これらの新領域のリーダーたることを意識し、熊本で環境、災害、高齢化にか

かる紛争の事例を実際にフィールドワークすることができる。 
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３ 専攻設置により期待される効果 

 本専攻設置により、以下の効果や成果が期待できる。 

（１）熊本大学・日本側にとっての効果と成果 

①日本の紛争解決学の高度職業人・リーダーの育成、日本社会の紛争解決能力の向上 

 日本で初めての紛争解決学大学院を持つ熊本大学として、紛争解決学が発祥した米国に

おける大学院と組むことで、教育研究水準を国際レベルに引き上げ、日本国内の紛争解決

のリーダーを育成するのみならず、世界への貢献も行っていく。 

特に、本専攻では、修士の学位の名称を「修士（紛争解決学）」とする予定であり、日本

で初めての紛争解決学の学位も出すことから、日本における当該分野の確立とレベルの向

上に重要な役割を果たす。 

  

②熊本大学大学院社会文化科学教育部の国内外プレゼンスの向上 

 日本国内の文系でのジョイント・ディグリーは現在のところ非常に数が少ないため、そ

の先進事例として、熊本大学大学院社会文化科学教育部の国内外でのプレゼンスの向上に

つながる。熊本大学のスーパーグローバル大学としてグローバルに活躍する人材を養成す

るというミッションを果たしていくことになる。 

 

（２）UMass Boston・米国側にとっての効果と成果 

①環境・災害・高齢化と紛争といった新領域紛争の研究と教育が可能に 

米国でも、環境問題から生じる紛争、サステイナビリティ課題、高齢化による紛争な

ど、新しいタイプの紛争が注目を集めている。これらの領域の知見をもつ熊本大学と連携

することで、当該領域における教育研究を積み重ね、人材や研究成果を輩出することがで

きる。 

 

②UMass Boston がこれまで提供できていなかった紛争理論の教育を提供できる 

 上記の環境・災害・高齢化といった課題のみならず、修復的正義やゲーム理論など、

UMass Boston がこれまで提供できていなかった紛争理論の授業を、熊本大学と連携するこ

とで提供でき、これまで以上に多様な教育を提供することができる。 

 

③紛争解決学の発祥国として、世界の他大学への貢献のニーズ 

 紛争解決学の発祥国として世界の紛争解決学の発展に貢献することは、米国大学のミッ

ションであり、それをこの機会に実現できる。 

 

（３）両校あるいは両国にとっての効果と成果 

①日本などアジア文化圏の紛争特性に関する蓄積と世界的発信 
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 日本も含めて、アジア、特に東アジア諸国の国際的な存在意義は高まっており、日本/ア

ジアとそれ以外の文化圏での経済・人材交流は増え続けている。しかし、紛争解決学は、

日本のみならずアジアでも未確立で、日本やアジア文化圏の紛争文化や紛争行動について

は未解明のままであり続けた。このジョイントによる国際連携専攻のプログラムによっ

て、日本やアジア文化圏の紛争文化や紛争行動を解明し、世界に発信することで、日本や

アジアと、世界の他の文化圏との共生に貢献し、世界平和に貢献できる。 

 

②環境・災害・高齢化と紛争といった新領域紛争の研究と教育が可能に 

環境問題に由来する紛争、サステイナビリティ課題、高齢化による紛争など、新しいタ

イプの紛争については、世界的にも知見が求められている中で UMass Boston 及び熊本大学

は先導的な役割を果たすことが期待できる。今回の連携により、当該領域に関する知見を

蓄積し、世界に発信していき、地球規模での持続可能社会の実現に貢献することができ

る。 

 

４ 学部・学科等の名称及び学位の名称 

専攻名称については、熊本大学・UMass Boston の間で協議し、紛争解決学の発祥国に設

置される UMass Boston でも学位名称として使用され、すでに国際通用性を得ている

「Conflict Resolution」をそのまま使用し、英語名称を「Joint Degree Program for 

Conflict Resolution of KU and UMass Boston」とすることで合意ができている。日本語

名称は、「熊本大学・マサチューセッツ州立大学ボストン校紛争解決学国際連携専攻」とす

る。本専攻は、既述のとおり、公共政策や地域コンフリクト解決に経験が深い UMass Boston

と、紛争解決学の大学院を持ち、環境・災害コンフリクト研究、高齢化とコンフリクトの蓄

積がある熊本大学がお互いの強みを持ち寄ることによって、両国、両大学の「紛争解決学」

分野の教育研究水準をさらに引き上げることを目的として設置することから英語名称の

「Conflict Resolution」をそのまま「紛争解決学」として訳して日本語名称に用いた。 

学位の日本語名称は、「修士（紛争解決学）」、英語名称は、「Master in Conflict Resolution」

とする。「紛争解決学」という学位の名称は、日本では初の名称となるが、UMass Boston で

は従来から授与してきたものであり、UMass Boston の他にも、紛争解決学、あるいは紛争

管理（Conflict Management）などの名称で修士課程のコースを開設している大学が多く見

られる。たとえば、ジョージタウン大学、コロンビア大学、カリフォルニア大学バークレー

校、デンヴァー大学、サンディエゴ大学、ブランダイス大学（ハーバード大学ロースクルー

ル（交渉学プログラム）と共同開設）、ジョージア州立大学（ケネソー校）、カリフォルニア

州立大学（ドミンゲズヒルズ校）、ソールズベリー大学（メリーランド州立大学）、ボルチモ

ア大学、オレゴン州立大学、ポートランド州立大学、ジョージメイスン大学などがあり、米

国以外でもブラッドフォード大学（英国）、エセックス大学、ロンドン・スクール・オブ・

エコノミクス、ウプサラ大学、アムステルダム大学などがある。このように、学位取得者が
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世界各地で就職・博士課程に進学し、米国をはじめその他の国でも一般的に通用し、国際通

用性を得ており、専攻した内容が米国等でも明確に理解されるようにこの名称を選択した。

この学位の名称に関しても、熊本大学・UMass Boston 間で合意ができている（資料２：学

位記の様式）。 

なお、本専攻設置後も、母体となる社会文化科学教育部の他の専攻の学位の分野に変更は

ない。 

 

５ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）教育課程の体系性 
 １）科目配置の特徴 
 米国で展開される紛争解決学は、日本の人文社会科学においてこれまで比重の大きかっ

た「理論研究」に対して、紛争現場の当事者と相互作用することで知見を得る「実践研究」

を同等に重視するという特徴をもっている。紛争解決学は、こうした「理論的知見」と「実

践的知見」の統合による紛争解決の「理論」と「技法」の学習と、紛争の発生から解決にい

たる過程に関わる制度や規範といった社会的枠組に関する学習をバランスよく行い、学術

的な知識を集積するとともに、現場での実践的な活動も行えることを学習成果として目標

設定している。 
 科目配置については、熊本大学学生と UMass Boston 学生の双方にとって、紛争解決学の

基礎的な理論、技法、研究方法に関する＜基礎科目群＞を 2 年間の履修期間の主に前半に、

より応用的な理論と、紛争個別分野ごとの科目の履修をより後半に履修していけるように

体系化されている（詳細は下記６）７）も参照のこと） 
 
① 基礎科目群（2 年間の前半で履修） 
学生は、2 年間の履修の前半で、「理論入門（Introductory Theory）」と「紛争解決学に

おける研究の方法（Research Method in Conflict Resolution）」及び「交渉学（Negotiation）」

「紛争解決の諸理論（Theories of conflict resolution）」の 4 つの基礎知識を得る科目

を履修する。この中で、「紛争解決の諸理論」は、両大学による共同開設科目であり、紛争

の諸要因、その解決理論などを学ぶ。「理論入門」と「紛争解決学における研究の方法」及

び「交渉学」の三つは必修科目である。「理論入門」では、紛争解決実践の基本形であるメ

ディエーション（第三者調停による合意形成、mediation）の役割等を学ぶ。「交渉学」は、

メディエーションと並んで紛争での合意形成の基本形である「交渉」を学ぶ。「メディエー

ション」も「交渉」も、Issue（争点）、Position（立場）、Interest（利益）を明確にして、

紛争をコントロールし、交渉を通じた合意形成を図るという、紛争解決実践の中心に位置す

る科目である。 
具体的には、熊本大学学生は、熊本大学での第 1 年次前期に、「紛争解決の諸理論」を日

本語で履修する。本専攻に入学してくる学生の学問分野的なバックグラウンドが多様であ
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ること、また紛争解決学に関する知識にばらつきがあることが想定されることから、紛争解

決学の基本知識に関しては、母国語で十分理解させる目的で、本科目のみ日本語で授業を行

う。そして、第一年次の秋学期に UMass Boston で「理論入門」と「交渉学」を、春学期に

「紛争解決学における研究の方法」を履修する。UMass Boston の学生は、UMass Boston で

の第一年次の秋学期に「理論入門」と「交渉学」を、第一年次の春学期に「紛争解決学にお

ける研究の方法」と「紛争解決の諸理論」を履修する。「理論入門」と「紛争解決の諸理論」

は、同じ理論という用語ではあるが、その 2 科目には連続性はないため、どちらを先に履修

しても問題はない。 
 

②応用科目群（主に 2 年間の後半で履修） 
 より応用的な理論や技法と、紛争個別分野ごとの科目を応用科目群として、主に後半で履

修できるように位置付けられている。 
 より応用的な理論や技法の科目としては「修復的正義－その理論、実践、適用」「紛争に

おける意思決定とゲーム理論」、紛争個別分野ごとの科目としては「地域開発と紛争解決」

「東アジアの安全保障」「環境正義や健康に関する紛争解決：ケース・フィールドスタディ」

「アイデンティティの政治と人類学」「水俣病事件からの教訓：高度経済成長期における  
有機水銀事件」「ハンセン病と差別の歴史」等を開講する。また「紛争」をキーワードとし

た専攻であるため、隣接領域として公共政策及び国際関係論があり、入学者はこうした隣接

科目も選択科目の中にあるので、それぞれの関心に応じて履修することができる。特に、熊

本大学提供の応用科目は、災害や環境問題や高齢化を中心した現代的紛争に焦点を当て、紛

争と地域コミュニティの関係、高齢社会と紛争などを紛争発生のメカニズムを具体的事例

によって学べるように配置し、米国とは異なった日本固有の紛争を扱いながらも、普遍性を

持った紛争発生の背景や構造と解決プロセスをも学べるようになっている。 
 主に「基礎科目群」を取り終えた後で履修することを標準とするが、熊本大学学生は、日

本の紛争事例に関する基礎知識を備えて渡米する目的もあり、第一年次前期に一部の科目

を熊本大学で履修させる。 
 
③インターンシップ、特別研究Ａ、Ｂ 
 上記の①②以外に、修士号取得のためには、インターンシップと、特別研究Ａ、Ｂを履修

する必要がある。これらが、2 年間の履修の総まとめとなる。インターンシップと、特別研

究Ａ、Ｂについては、下記に別の項目を定めて詳述する。 
 
２）成績評価の基準について 
 上記に示したディプロマ・ポリシーとそれに対応したカリキュラム・ポリシーに従って体

系的に配置した科目において、そのディプロマ・ポリシーやそれぞれの科目の達成目標に照

らして、適切な評価方法・評価基準を定めており、それらについては、年度当初に授業計画
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書で公表する。予め授業計画書に明示した授業の到達目標と評価方法・基準に基づき、厳格

で客観的・公正な成績評価を行なうことにより、教育の質を担保するとともに、社会からの

信頼性を確保する 
また、期末試験だけによる評価でなく、小テスト、レポート、ディスカッション、授業へ

の参加度等も含めた総合評価を行い、評価要素ごとに評価割合を明示する。 
 
３）共同開設科目について 
（ⅰ）必要性 
 本専攻は人文社会科学の多様なバックグラウンドをもつ学生を受け入れる可能性があり、

紛争解決学の学術的・知的基盤を共有しておくことが必要である。そのため、本専攻では紛

争解決学の学術的特徴をもっともよく表している科目として「紛争解決の諸理論（Theories 

of Conflict Resolution）」を共同開設科目として開設する。授業については、両大学が自

大学の教員により実施する。共同開設科目は、開講時期がずれる（熊本大学は 4 月〜８月、

UMass Boston は 2 月〜5 月）が、授業実施後に見出された課題や問題点を両大学の担当教

員間で共有できるようにし、科目間の統一性を図るとともに、質の向上に努める。 
（ⅱ）共同開設科目の教育内容・方法・評価方法 
 共同開設科目として開設される「紛争解決の諸理論」をそれぞれの大学における対面式の

授業で行う。この科目は、双方の教員が緊密に連携して取り組むもので、専攻全体の共通の

理論的学習となるものである。この科目によって紛争解決の理論を学び、その上でさまざま

レベル、形態の紛争とその解決法を学べるようにする。この科目は講義として１回 3 時間、

15 回行われ、熊本大学の１年次の前期、UMass Boston の春学期に実施する。 
 成績評価はそれぞれの担当教員が協議し、統一基準によって行う。両大学の担当教員はシ

ラバスの改善をはじめとした意見交換を緊密に行う。 
 
４）インターンシップ 
インターンシップは必修科目として、UMass Boston と熊本大学の双方で開講するが、学

生は UMass Boston が開講したもの、あるいは熊本大学が開講したものの中から、各自の目

的に応じて一つを選択し、受講する。 
 本専攻は、紛争解決学の学修を通して、紛争の分析方法、紛争管理（コントロール）の考

え方と手法及び解決策の形成方法を学ぶ共同学位の課程である。受講者は a)さまざまな紛

争を適切に分析する能力、b)解決のためのプロセスをデザインする能力、c)紛争の発生を通

じて現代社会の価値変容を適切に捉える能力を身につけることが求められている。これに

加えて、グローバルなコミュニケーション能力、日米の紛争文化の違いに関する専門的知識

が本専攻において目指されている能力である。 
 インターンシップは、これらの能力を実地に学び、身につける機会であるが、両大学の学

生は各自の目的、関心にしたがって、以下のインターンシップから選択できる。 
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 UMass Boston 開講の科目として、 
（１）指導教員の監督のもと、裁判所において、いわゆる少額訴訟の仲裁実務に参加し、

Mediator の役割を学ぶ。 
（２）紛争解決における対話の重要性を学ぶために、グループ間対話及び Facilitator のト

レーニングセンターである Soliya’s Facilitation Training &Practicum で研修を受ける。

（３）フィールドワークを中心とした演習が各セメスターにおいて実施されており、学生は

この演習においてフィールドワークに参加し、学外活動に参加する。 
 
他方、熊本大学が開講するのは、  

（１）東北アジア平和構築インスティチュート 
 当団体は、日本、韓国、中国、モンゴル、台湾という東北アジアの各国・地域から「紛争

解決」の研究者や実践家が集まり、夏に、上記の国からの 50 名ほどの参加者に対して、紛

争解決のトレーニングを行いながら、実際に起こっている東北アジアの歴史的・現代的紛争

に向き合い、東北アジアの平和構築に資していく団体で、10 年の実績がある。この団体の

夏のトレーニング（8 月に実施）にインターンシップとして参加し、大学での学びをより現

場で深めることを目的とする。当団体の事務局は、韓国にあるが、熊本大学の教員も運営委

員の一人であり、また熊本大学の他の大学院プログラムとの連携経験もある団体である。イ

ンターンシップ先である夏のトレーニングは、毎年、上記の加盟国のいずれかで持ち回りで

行われるため、このインターンシップを選択する学生は、インターンシップ先が日本ではな

い可能性があるが、実施時期は 8 月であり、UMass Boston での授業が 5月に終了したのち、

2か月の間があるので、特に過密スケジュール等による健康上のリスクはない。 
（２）弁護士事務所 
 交渉技術や ADR 的視点に関心の高い弁護士事務所に、実習生として赴く。実際の事件解

決業務に実習生として参加しながら、どのような場面で、従来の法学とは異なる交渉やメ

ディエーションその他の紛争解決学の知識が活用可能かを実地の中で検討し、実務家とも

意見交換する中で、大学院での学びを深める。熊本大学では学部学生が例年弁護士事務所で

インターンシップを行っており、受け入れ実績がある。 
 
 UMass Boston 開講のインターンシップと熊本大学開講のインターンシップは、それぞれ

紛争解決において重要なスキルである、上記の a）〜c）の能力向上を目指している点で同

等の内容を有しており、学生のニーズに応じて選択できるものとして設定されている。 
 
５）修了科目（特別研究Ａ、Ｂ） 
 本専攻の仕上げの意味合いをもつ修了科目として、特別研究Ａ、Ｂを置いている。 
特別研究Ａは、各学生が選択した修士論文または特定の課題についての研究（修士プロ

ジェクト（以下「修士プロジェクト」という。））のテーマに関する基礎的学習であり、基本
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的には、主指導教員及び副指導教員による履修指導を通じて学修し、設定される期限までに

タームペーパー（研究経過報告書）を提出し、主指導教員及び副指導教員の合否判定を受け、

合格と判定された場合、単位が認定されることになるが、この科目は留学先で履修すること

になるため、指導の中心は副指導教員（相手大学の教員）となる。学生は、主指導教員とも

連絡を取りながら指導を受けるが、留学中の大学で副指導教員から多く指導を受ける。これ

はジョイント・ディグリーの利点であるともいえ、熊本大学学生は、UMass 教員から米国

の紛争解決学を直に個別的に学ぶことができ、他方、UMass 学生は熊本大学において、熊

本大学教員から指導を受けることで、異なった視点を持つことができる。これによって実質

的にも共同指導という形態を取ることができる。タームペーパーの執筆も留学中であるの

で、指導の重点は相手大学の教員であり、したがって特別研究Ａの単位は相手大学の単位と

して認定されることになる。 
 特別研究Ｂは、特別研究 A の単位認定後、修士論文または修士プロジェクトの成果作成

のために、主指導教員及び副指導教員による指導を通じて学修し、修士論文等を作成した後、

それに関する最終試験について合格と判定された場合、単位が認定される。 
 特別研究Ａ及びＢによって指導されるのは、修士論文と修士プロジェクトであるが、以下

のような違いがある。 
修士論文は、２年目の１年間をかけて研究論文を執筆する（１年間の学習の成果であるが、

科目としては、前半の基礎的学習及びワークショップによる学びである特別研究Ａと論文

の執筆を中心とする特別研究Ｂに分かれる）。執筆希望者は２年目の最初の学期（セメスター）

で、論文テーマについて修士論文等題目届を事前に届け出て、指導教員の承認を得ることと

なっており、定期的に指導教員の研究指導を受けながら、研究と論文執筆を進めていく。修

士プロジェクトにおけるプロジェクト・レポートが実践報告とそこから得られる考察であ

るのに対して、修士論文は学術論文であることが求められる。第２年次の前学期（第１セメ

スター）末に中間のタームペーパーを提出し（特別研究Ａ）、最終学期（２年次の第 2 セメ

スター）において最終的な論文作成と最終試験としての口頭試問（特別研究Ｂ）によって評

価する。 
修士プロジェクトは、２年目の１年間をかけて、大学院で学んだ知識を応用して深めたい

特定のテーマを選択し（研究テーマでも、実践的な活動テーマでも、独自のインターンシッ

プでもよい）、それについて指導教員やテーマに沿った現場指導者の指導を受けながら、活

動を進めていく。第２年次の前学期（第１セメスター）末に中間のタームペーパーを提出し

（特別研究Ａ）、最終学期（第２年次の第 2 セメスター）において最終的なプロジェクト・

レポートの作成と最終試験としての口頭試問によって評価する（特別研究Ｂ）。 
 特別研究Ａ、Ｂの指導に関しては、熊本大学学生は、熊本大学の本専攻の専任教員１名を

主指導教員とし、副指導教員は本プログラムに所属する UMass Boston の教員から選ぶ。同

様に UMass 学生は、UMass Boston の教員を主指導教員とし、副指導教員は本プログラムに

所属する熊本大学の教員から選ぶ。 
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 最終試験については、後述のように、熊本大学と UMass Boston の教員によって構成され

る審査委員会によって、協議の上、合否の判定を行う。 
 
６）学位授与に向けた最終試験及び合否判定の方法 
学位授与に向けた最終試験を受けるためには、修士論文の場合は修士論文を、修士プロ

ジェクトの場合はプロジェクト・レポートを完成する必要がある。いずれの場合も、最終試

験としての口頭試問を行い、論文等の内容と口頭試問の内容は両大学の教員からなる審査

委員会が合否を判定する。審査委員会は、学生ごとに構成され、主指導教員、副指導教員の

ほか、専門分野が近い教員 1名（熊本大学、UMass Boston のどちらの所属教員でも構わな

い）の 3名から構成される。審査委員会による判定後、両大学の教授会に附議し、最終的な

判定を行う。審査委員会による審査は、熊本大学学生は 1 月下旬から 2 月上旬に熊本大学

で行い、UMass Boston 学生は、５月に UMass Boston で審査を行う。それぞれの教員は現地

での審査に参加することとする。ただし、日程その他の都合で現地での審査に参加できない

場合、テレビ会議等の遠隔コミュニケーションツールを活用して審査に参加する。両大学か

らの主・副指導教員を含む審査委員会のメンバーは、人文社会学系の教育・研究の専門性に

関して実績があり、両大学で学位審査の基準を満たした教員とする。 

 両大学は学年暦が異なっており、それぞれの修了時期がずれているが、合否を判定するた

めの審査委員会は両大学の教員で構成され、同一の基準で判定する。したがって、審査の時

期が違ってもとくに問題はない。 
 
７）熊本大学学生の履修課程 
 熊本大学学生は、９月と２月に通常の大学院の入学試験の時期と同時に実施される国際

連携専攻プログラム向けの入学試験を受験する。入学試験は、熊本大学と UMass Boston の

合同入試委員会によって行われる。合否は受験要件である、英語力の基準を満たしたものの

中から、小論文、面接の成績によって判断する。 
入学者は、１年次の前期には、基礎科目群の「紛争解決の諸理論」と、熊本大学が提供し

ている科目の応用科目群から２科目を選択履修する。この学期に、紛争解決の諸理論と日本

の紛争事例についての基礎知識を得て、夏以降に UMass Boston に渡航し、「紛争」をキー

ワードとして、紛争解決学の基礎から応用までを学ぶ。最初の秋学期（セメスター）で基礎

的科目として「理論入門」「交渉学」を学ぶ。他に応用科目群等の中から、選択科目を一つ

取って合計で 9 単位を取得することが履修モデルとなる。  
 学生は、UMass Boston の春学期開始までに、修了科目（特別研究Ａ、Ｂ）において修士

論文あるいは修士プロジェクトのいずれを選択するか決める。 
 UMass Boston の春学期には、「紛争解決学における研究の方法」を学び、方法的な訓練を

受けることで課程修了のための準備をしつつ、応用科目群等から文化間紛争、組織内、組織

間の紛争などを主に学ぶ。学生は、２年次の前学期の始めに選択した修士論文あるいは修士
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プロジェクトのテーマについて、準備作業として文献調査とワークショップを行い、２年次

の前学期末に、UMass においてタームペーパー（研究経過報告書、英語）を提出し、主指

導教員及び副指導教員の合否判定を受けて、特別研究Ａの３単位も取得する必要がある。 
熊本大学学生は、UMass Boston の二つのセメスターで 18 単位（6 科目）以上の単位を取

得した後、熊本大学に帰り、熊本大学での第 2 年次の後期が始まる前に、必修科目であるイ

ンターンシップを受講する（UMass Boston で受講することも可）。熊本大学での第 2 年次の

後期には特別研究Ｂの履修を行う。１月に修士論文あるいはプロジェクト・レポートを提出

し、1 月下旬から 2 月上旬にかけて、それらに関する口頭試問を行い、審査委員会は、修士

論文等と口頭試問によって合否を判断し、その審議結果の承認を教授会に附議する。合格の

場合は３月に修了する（資料３：履修スケジュール）。 
 
８）UMass Boston 学生の履修課程 
UMass Boston 学生の入学選抜は、熊本大学と UMass Boston の合同入試委員会によって行

う。入学選抜は、2 月から 6 月上旬までの間に随時行い、エッセー（三つのエッセー）、大

学時代の成績、大学時代の指導教員の推薦状、及び面接によって入学者を選抜する。 
UMass Boston の入学者は、１年次の秋学期に、必修として基礎科目群から「理論入門」

と「交渉学」を履修し、応用科目群等から選択科目を一科目以上とる。春学期は続けて UMass 

Boston で履修を続け、「紛争解決学における研究の方法」と「紛争解決の諸理論」を履修す

る。5 月に春学期が終了後、6 月に日本に移動し、熊本大学での履修を開始する。熊本大学

前期の６、7 月と、熊本大学後期に、応用選択科目群等から、環境問題、災害、高齢化など

日本社会に強みのある紛争事例について、具体的に学ぶ。5 月に UMass Boston での春学期

が終了後、6 月に渡日するが、熊本大学での 6、7 月の授業は、欧米で自由選択とされる夏

学期の授業と開講時期は同じであり、UMass Boston の学生にとって際立って過密なスケ

ジュールとはなっていない。しかしながら、学生の健康に充分に配慮し、UMass Boston で

の春学期と熊本大学での 6 月の授業の開始日の間に充分な休息をとれるように授業日程の

調整を行う。 
 UMass 学生は、熊本大学での６、7 月の授業終了時までに、修了科目（特別研究Ａ、

Ｂ）において修士論文あるいは修士プロジェクトを選択するかを決める。また、この学期

に修士論文等のテーマを決め、執筆のための準備作業として文献調査とワークショップを

行い、学期の終わりに、熊本大学においてタームペーパー（研究経過報告書）を提出し、

主指導教員及び副指導教員の合否判定を受けて、特別研究Ａの３単位も取得する必要があ

る。 
 熊本大学での後期での学びを１月までに修了後、２月に開始する UMass Boston の２年次

の春学期に UMass Boston に戻り、インターンシップを履修する（インターンシップに関し

ては、熊本大学で履修することもできる）とともに、引き続き主指導教員等による指導を受

け、修士論文等を完成させる。５月に修士論文等を提出し、審査委員会は、修士論文等と口
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頭試問によって合否を判断し、その審議結果の承認を教授会に附議する。合格の場合は５月

に修了する。 
  
（２）連携外国大学で教育課程の一部を学修することへの配慮 
 （ⅰ）学籍管理等について 
 熊本大学学生の場合、９月に入試を経て（欠員の場合は第 2 期入試が翌年 2 月）、合格と

なった場合、4 月に本専攻に入学し熊本大学の学籍を得る。4 月から学習が始まるが、同年、

9月にUMass Bostonの秋学期の開始とともに、UMass Bostonの学籍を得て二重学籍となり、

課程修了まで保持する。熊本大学学生の UMass Boston における学籍に関しては、入学試験

合格後に入学許可書は発行されるが、米国の慣行上、現地での登録手続によって学籍を取得

し、学生証等が発行されることになっているので、9 月の学籍取得となる。指導体制につい

ては、熊本大学に入学した 4 月から、既存シングル・ディグリーの熊本大学の法政・紛争解

決学専攻の学生とは分け、留学準備も含めて国際連携専攻プログラム学生としての指導を

行っていく。１年次の後期から UMass Boston の秋学期に入学するが、秋学期の間に副指導

教員を UMass Boston の教員の中から研究テーマにもっとも近い教員を選定する。 
UMass Boston の学生の場合、順次行われる入学選抜に合格となった場合、9 月に熊本大

学とのジョイント・ディグリー・プログラムである UMass Boston マコーマック大学院の国

際連携専攻プログラムに入学し、UMass Boston の学籍を得る。10 月に熊本大学の学籍も取

得し、二重学籍となり、課程修了まで保持する。UMass 学生には入学後、熊本大学の副指導

教員も配置し、熊本大学教員からも指導を綿密に受けながら、6 月からの渡日に備え、学び

を深められるような体制にする。 
 
（ⅱ）単位換算の違いに対する配慮 

熊本大学における単位取得の基準は、１単位取得のために１週間に、①授業時間：１時間

×15回＝15 時間、②自習時間：授業１時間あたり２時間ずつで２時間×15回＝30 時間、合

計 45時間の学修を前提とし、既存の大学院プログラムでは、講義及び演習については、１

学期あたり２時間の授業を 15 回で２単位（学修時間 45 時間×２＝90 時間）と定められて

いる。 

UMass Boston マコーマック大学院における基準も熊本大学と同様で、①授業時間：１３

時間×15 回＝15 時間、②自習時間：授業１時間あたり２時間ずつで２時間×15 回＝30 時

間、合計 45時間で１単位と定められている。ただし、UMass Boston マコーマック大学院で

は、1科目は 3単位の授業が標準である。 

本専攻における単位においては、原則、UMass Boston での基準に合わせ、両大学とも、

１科目当たりの単位数を３単位とし、１学期あたり３時間の授業を 15 回実施（授業時間３

時間×15回、自習時間６時間×15回の合計 135 時間）することで 1科目の教育を進めてい

く。 
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以上の換算方式については、2020 年に両大学で協議の上、熊本大学社会文化科学教育部、

UMass Boston マコーマック大学院教授会で承認した。 

各授業科目の学修の成果に係る評価基準に関しては、各科目のシラバス「成績評価の方 

法・観点及び達成度」の項で定め、あらかじめ学生に公開した方針によっている。成績評 

価基準に関しては、両大学協議の上で、別紙のように換算表を定めている（資料４：成績換

算表）。 

講義期間は、熊本大学においては前期が４月～８月の中の 15 週、後期が 10 月～3月の中

の 15週となっている。UMass Boston においては前期が９月～12月の中の 15 週、後期が２

月～５月の中の 15週と定められており、熊本大学と半年ずれているが同等である。国際連

携専攻では、特に UMass Boston から熊本大学に来る学生は、6月に来熊し 1月まで熊本在

住のため、前期（４月～8月）、後期 10月～3月にフルに熊本にいることはできないが、集

中講義等を活用することで、科目を効率的に履修できるようにカリキュラムを組み立てて

いる。 
 
 （ⅲ）教育課程編成についてのその他の配慮 
 本専攻は、二つの大学間でそれぞれの強みを生かした共同学位のプロジェクトであるが、

紛争解決学分野に関する知的基盤の共有は重要であり、そのため上記の基礎科目群、応用科

目群、インターンシップ、修了科目（特別研究Ａ、Ｂ）は、どちらの大学から入学をした学

生も学修するように教育課程が編成されている。 
中でも、１年次に置かれている「紛争解決の諸理論」は、両大学の共同開設科目として設

定し、内容、水準の同一性を保つために、両大学の科目担当者間で充分な協議を行いながら

進めていく。紛争解決学の理論的基礎である本科目を、両大学の教員間でも共同意識をもっ

て教育に当たる土台とする。 
また、両校の学期の開始と終了時期が異なるため、特に、UMass Boston の学生は、第 2学

期にあたる UMass Boston 春学期を 5月に終えて、すぐに、熊本大学での授業が 6月に始ま

る構成になっているが、原則このタイミングは、欧米で選択式となっている夏学期と合わせ

ての開講であり、UMass Boston の学生にとって特別に過密なタイミングではない。しかし

ながら、UMass Boston での春学期と、熊本大学での 6月の授業開始の間には十分な期間を

開けるなどして、学生の健康に充分に配慮する。 

 

６ 教員組織の編成の考え方及び特色 

  教員組織は、本学大学院の法政・紛争解決学専攻の教員のうち、とくに紛争解決学の教員

を中心として、公共政策、法学、人類学の教員を配置し、日本の地域紛争についてフィール

ドワークを交えて授業ができるように構成している。専攻長 1名と UMass Boston との連絡

調整を担当するコーディネーター教員１名を配置する。 

本専攻の専攻長は、本専攻の専任教員から、任期１年として、毎年互選により１名を専
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任し、合同運営会議の承認を得た後、社会文化科学教育部教授会の議を踏まえて、社会文化

科学教育部長が指名する。 

熊本大学で本専攻の教育を担当する教員については、以下の負担軽減措置をとる。第一に

母体となる社会文化科学教育部法政・紛争解決学専攻の専任教員が本専攻の専任教員を兼

ねる場合は、本専攻において開講する科目の教育負担も含めての全体として負担する授業

科目数を調整するなどして、担当教員の過重負担を防ぐ。負担軽減のため、場合によっては、

熊本大学他専攻の科目との共通授業とすることも認める。第二に、本専攻運営のために必要

不可欠な業務を担うコーディネーター教員については、教育部内の管理・運営業務からは原

則外すようにする。また、本教育部の留学生担当教員が、コーディネーターの調整業務補佐

を担当し、不在時のバックアップを行う。 

  UMass Boston では、マコーマック大学院の教員のうち、紛争解決学専攻の責任者である

Eben Weitzman 教授及び Darren Kew 教授が中心となり、紛争解決学の基礎から実践的な技

能まで学べるように教員及び授業を配置し、さらに国際関係論、公共政策論までを学べるよ

うに教員を配置している。また、本大学院に付属している Massachusetts Office of Public 

Collaboration（州政府に対する政策提言などを行うことを主な業務としている機関）に協

力を仰ぎ、自治体内で生じる紛争に関する授業を担当してもらうことにしている。紛争解決

学の裾野の広がりに対応して、教員組織もそうした広がりに対応可能となるよう配置され

ている。UMass Boston でも熊本大学と同様に、本プログラムにより、教員に過重負担が起

こらないように、組織内で調整を行う。 

 

７ 教育方法、履修指導方法、研究指導体制及び卒業(修了)要件 

（１）教育方法   

 本専攻で提供する授業については、使用する主たる共通言語は英語とし、日本語ができな

くても授業を履修し卒業要件を満たせるカリキュラムとする。ただし、熊本大学学生が第 1

学期である熊本大学での前期に履修する共同開設科目「紛争解決の諸理論」は、第 2学期か

らの UMass Boston での完全に英語での紛争解決学の専門の授業の準備として、日本語を主

言語として行う。 

授業は、それぞれの科目特質に応じて、講義形式、演習形式（フィールドワークや実践演

習を含む）を取る。日本におけるフィールド演習の授業では、フィールドインフォーマント

はそのほとんどが日本語話者であるが、適宜、担当教員や通訳者が通訳をしながら、現地の

フィールドワークを補助する。 

 2 年間の課程で、紛争解決学の理論的な学習と実地に紛争の現場で学ぶことによって実践

的な学習もできるように授業科目を配置し、日米の紛争解決学の基礎から応用まで学べる

ようになっている。またアジアの特質なども学ぶことによって、応用範囲の広い知識を身に

つけることができるようになっている。 
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（２）履修指導方法   

学生は、自らの入学大学の主指導教員と、連携先大学に副指導教員をもつが、二名の指導

教員が綿密な連携をとりながら、学生の関心に応じて、どのような履修を進めていくべきか

について、助言をしていく。 

熊本大学学生は、入学後第 2学期から UMass Boston に移動するため、第 1学期である熊

大での第 1学年前期には、①紛争解決学の基礎知識の取得、②学生の関心の明確化、③英語

による学習の準備の３つについて、主指導教員が学生と十分なコミュニケーションをとり

ながら助言を与え、指導を行っていく。語学力については、熊本大学学生は入学時に英語能

力の基準を満たしていることを前提としているが、英語での履修やレポートや論文の執筆

については、グローバル教育カレッジ（熊本大学）との連携により入学後もサポートを続け

る。 

秋からは UMass Boston での指導教員（学生にとっては副指導教員）が配置されるが、熊

本大学にいる主指導教員にも電子メールやテレビ会議などの遠隔コミュニケーションツー

ルで定期的に指導を受けるようにする。その時には、アカデミックな助言のみならず、他国

での新しい生活への適応などにも気を配り、指導を行う。語学については、留学生ライティ

ングセンター（UMass Boston）のサポートを得られる。秋学期が終わり春学期開始までには、

修士論文または修士プロジェクトどちらかを選択する必要があり、その前には、主指導教員

と副指導教員と十分なコミュニケーションをとり決定できるようにする。 

 UMass Boston の学生は１年次の秋学期、春学期に国際連携専攻プログラムの必修科目（基

礎科目群の 4科目）を修得し、その後、熊本大学に移動し履修することになる。春学期から

は、熊本大学からも副指導教員を選び、UMass Boston の主指導教員と熊本大学の副指導教

員で協働して、渡日の準備と熊本大学の履修計画も含めた履修指導を行う。日本での日常生

活に向けた文化的なサポートも行っていく。学生は、熊本大学の 6月の授業開始までに、特

別研究Ａ、B で二つの選択肢のどの科目を専攻するか決める必要があり、熊本大学に移動す

る前に、UMass Boston の主指導教員から対面で十分な指導を受けておくこととする。6月に

熊本大学に移動してからは、熊本大学の副指導教員が中心になり、熊本大学の提供科目での

履修指導を行うが、UMass Boston の主指導教員からも定期的に、電子メールやテレビ会議

などの遠隔コミュニケーションツールで指導を受ける。日本語を学習する語学クラスを選

択で履修できるように用意し、留学生向けのチューターが生活面のサポートを行っていく。

熊本大学での授業では、フィールドワークも多く含まれる科目が配置されているが、現地

フィールドでは日本語のみを話す方々も多いので、各授業では、熊本大学学生（主に日本語

話者）と UMass Boston 学生（主に英語話者）の学生を混合する形でピアサポートの体制等

をつくりながら、学習や異国での生活に関して助け合いながら進める体制をとる。 
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（３）研究等指導体制及び卒業（修了）要件 

（ⅰ）研究指導体制 

特別研究Ａ、Ｂを通じて行われる研究指導については、双方の大学から 1人ずつ指導教員

がつき、複数指導体制とする。両大学の指導教員が協働して、①修士論文または修士プロ

ジェクトの選択への助言、②研究やプロジェクト遂行の指導、③ワークショップにおける研

究発表内容のチェック、④研究倫理の指導、⑤プロジェクト・レポートや論文作成の指導を

行うものとする。 

主指導教員は入学した大学から、副指導教員は連携大学の教員から選任することを原則

とする。主・副指導教員は、基本的には入学時に、大学院で何を学びたいかという問題意識

を参考にして決めるが、研究関心の変化によっては指導教員の変更も認める。すでに述べた

ように①の修士論文または修士プロジェクトの選択やテーマ選択の時期には、連携大学に

留学中ということもあるため、主・副の両指導教員は、遠隔コミュニケーションツールも用

いて十分な指導体制を取る。  

論文提出にあたって、UMass Boston では提出前の事前面接、熊本大学では提出後の論文

試問の実施をそれぞれ義務付けている。本専攻では、両大学合同による論文審査を行うのみ

ならず、論文提出前事前面接を実施することで、論文内容に関して十分なチェック体制をと

る。 

 

（ⅱ）特別研究Ａ、Ｂの修了要件 

特別研究Ａ、Ｂの修了に関する審査は、修士論文の場合にはタームペーパー、修士論文、

修士プロジェクトの場合にはタームペーパー、プロジェクト・レポートを完了する必要があ

る。いずれの場合も、最終試験としての口頭試問を行い、論文等の内容と口頭試問の内容は

両大学の教員からなる審査委員会が合否を判定する。審査委員会による合否判定は、最終的

に両大学の教授会の審議にそれぞれかけられるが、合格が承認された場合には、特別研究Ａ、

Ｂの単位取得ができることになる。審査委員会による審査は、熊本大学学生は 1月下旬から

2月上旬に行い、３月卒業を目指す。UMass Boston 学生は、５月に審査を行い、５月に卒業

する。審査委員会は、原則として現地で開催する。それぞれの教員は現地での審査に参加す

ることとする。ただし、日程その他の都合で現地での審査に参加できない場合、テレビ会議

等の遠隔コミュニケーションツールを活用して審査に参加する（資料５：研究指導・学位審

査スケジュール）。 

 

（ⅲ）卒業（修了）要件 

本専攻の修了要件は、2年以上在学し、国際連携専攻の基礎科目、応用科目、インターン

シップ、修了科目（特別研究Ａ、Ｂ）を履修し、合計で 36単位以上の修得要件を満たすこ

とである。これは、熊本大学大学院社会文化科学教育部博士前期課程の修了要件、UMass 

Boston のマコーマック大学院の修士課程の修了要件も満たし、当然のことながら、日本及
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び米国の法令上の修士課程修了要件をともに満たしている。 

 米国においては、政府が認定した民間の非営利の認定団体が、大学を認定（accreditati

on）するという認定校制度が採用されている。UMass Boston は、教育省（U.S. Department

 of Education）が認定する 6つの地域教育認証機関のうちの 1つであるニューイングラン

ド学校大学協会（New England Association of Schools and Colleges）の高等教育機関委

員会（Commission on Institutions of Higher Education、2018 年にニューイングランド

高等教育委員会 New England Commission of Higher Education に改組）から認定を受け

ている。そして UMass Boston の修了要件は、このニューイングランド高等教育委員会の基

準（standard）及びポリシー（policy）を満たしている（UMass Boston のマコーマック大

学院の修了要件は https://mccormack.umb.edu/academics/crhsgg/programs/conflict-res

olution/course-degree-requirements#1-masters-program-curriculum で公表されている）。

なお、ニューイングランド高等教育委員会の基準及びポリシーでは、修士課程を修了するに

は 30単位が必要とされている（ニューイングランド高等教育委員会認定基準 4.29 https:

//www.neche.org/resources/standards-for-accreditation/及び単位と学位に関するポリ

シー https://www.neche.org/wp-content/uploads/2018/12/Pp111_Policy_On_Credits-And

-Degrees.pdf）。ジョイント・ディグリーに関しても、これらの基準及びポリシーに記載さ

れている。 

 

８ 施設、設備等の整備計画 

本専攻においては、以下のとおり、熊本大学及び UMass Boston の既存の施設・設備等を

利用する。 

（１）熊本大学 

大学院社会文化科学教育部の既存の講義室を利用するが、既設の他専攻と本国際連携専

攻の学生に対して十分な教育・研究を施すことができる環境が整っている。具体的には、熊

本大学文法棟内講義・演習室（全 15 室）、全学教育棟講義・演習室（全 64室）、社会文化科

学教育部棟の講義・演習室（全２室）を利用する。また、大学院社会文化科学教育部では、

コースごとの研究室、院生研究室、図書室、コンピュータ室を設置し、自主学習環境を十分

に整備している。さらに、社会人大学院教育支援センターを設置しており、センターの職員

が待機し、自主学習環境の維持と向上を支援している。なお、本国際連携専攻の学生におい

ても、専用の院生研究室、図書スペースを設ける。なお、本国際連携専攻の定員は、既存の

社会文化科学教育部法政・紛争解決学専攻の中から移動させるため、学生の全体の人数など

に変化あるわけではないので、既設の専攻の教育研究の実施に支障となることはない。 

 熊本大学附属図書館（黒髪キャンパス：閲覧 708 席、建物面積 8,884 ㎡）には、図書 104

万冊（うち、和書 69 万冊、洋書 35万冊）、雑誌 15,000 冊（うち、和雑誌 11,000 冊、洋雑

誌 4,000 冊）のほか、電子ジャーナル、DVD、各種データベース所蔵、提供している。附属

図書館は平日午前 8 時 40 分から午後 10 時まで、土曜・日曜・祝日は午後 12 時から午後 6
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時まで(試験期間中は午前 10時から午後 8時まで)開館しており、大学院生が自習できるス

ペースも十分整備している。 

 

（２）マサチューセッツ州立大学ボストン校 

UMass Boston においても、マコーマック大学院は専用の建物を有しており、その建物内

にある講義室、演習室を利用する。図書室や自習スペースも十分にあり、本国際連携専攻の

学生に対して十分な教育・研究を提供することができる環境が整っている。 

マコーマック大学院専用の四階建ての建物があり、講義室と演習室を合わせると 150 室

ある。そのほか建物には、図書館や自由に議論ができるスペースが確保されている。図書館

は、オンラインで読めるものも含め、1600 万点の書籍や資料が利用可能である。 

 

９ 入学者選抜の概要 

（１） 受入方針 

 近年では、米国のみならず日本でも、人々の意識の変化や社会構造の変化によって、身

近な人間関係、家庭、組織や地域、国、国際社会レベルなど、あらゆる領域及びレベルで

の、ローカル、グローバルな紛争が多発している。また、世界的に、環境問題、災害、高

齢化に伴う紛争など、20世紀とは異なったタイプの紛争が重要な社会課題になっている。 

そのような背景の中で、本国際連携専攻では、既述のアドミッション・ポリシーを掲げて

いるが、こうした能力を備えたリーダーとなる意欲のある人材を受け入れる。特に、上記の

新しい社会課題の解決への強い意欲を持ち、水俣病、震災、高齢化を体験している熊本地域

の取り組みと米国に蓄積された紛争解決の知見から学び、世界に変化を起こしていく入学

者を求める。 

履修には、大学院レベルの高度な英語力が必要とされ、熊本大学側の入学要件として、

授業についていけるだけの高い英語力（TOEFL79 点以上また IELT6.0 以上相当）を証明す

るものの提出を義務づけ（UMass Boston の合衆国以外からの入学希望者受入要件参照）、

UMass Boston 側の入学希望者には日本やアジアや新しいコンフリクト課題への関心と意欲

を要求する。 

 

（２）入学定員 

 入学定員は４名とする（収容定員８名）。 

（熊本大学学生２名、UMass Boston 学生２名） 

 

（３）入学者選抜 

＜入試方法＞ 

入試に際しては、合同入試委員会にて実施する。合同入試委員会は、両大学２名ずつの計

4名の教員によって構成される。 

-24-



  

熊本大学からの受験生については、9月の入学試験において、UMass Boston からの受験生

については、2月から 6月にかけての入学試験において、大学学部卒業時の成績表、及び①

志望理由、②大学院で何を学ぶか、③卒業後の進路希望を記載するエッセー（英語）による

書類選考及び英語による面接を課す。 

 

＜入試実施体制＞ 

入試は、両大学の教員による合同入試員会で、原則 2名ずつの選抜を行う。実施体制とし

ては、合同入試委員会によって共通の選抜基準を作成し、それに基づいてそれぞれの大学で

入試（選抜）を実施する。合格者は、入試（選抜）実施後、上位２名ずつを両大学の教員に

よって構成される合同運営委員会に報告し、その結果を両大学の教授会に諮り、最終的な合

格者の決定を行う。 

合格者数に関しては、運営委員会において調整する場合もあるが、その際には入学者の人

数のバランス等において支障がない（極端な人数比にならない）ように配慮する。 

 

＜実施時期＞ 

入学試験の実施時期について、熊本大学学生（４月本専攻入学）は、９月に実施する。な

お、入学定員に満たない場合は、２月に第二期入学試験を実施する。UMass Boston 学生に

おいては、２月と５月１日、６月１日を締め切りとして、順次、入学希望を受け付け、選抜

を行っていく。９月の時点で欠員がある場合、UMass Boston マコーマック大学院の既存の

シングル・ディグリーの紛争解決プログラムからの転専攻選抜を経て、第 2学期の春学期開

始までに転専攻を認めることもある。転専攻選抜は、エッセーと面接による。 

 熊本大学においても、４月時点で欠員がある場合、既存の法政・紛争解決学専攻からの

転専攻を募り、エッセーと面接によって入学者を決める。 

 

＜本専攻の出願資格＞ 

 以下の１）及び２）を満たす者 

１）熊本大学大学院社会文化科学教育部博士前期課程の出願資格(1)～ (9)のいずれかを

満たすこと 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 学士の学位を授与された者 

 (3) 外国において、学校教育における 16年の課程を修了した者 

 (4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

  (5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16

年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制

度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当
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該課程を修了した者 

 (6) 外国の大学その他の外国の学校(その教育研究活動等の総合的な状況について、当該

外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずる

ものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。) において、修業年限が３年以上

である課程を修了すること (当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が

国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修

了することを含む。) により、学士の学位に相当する学位を授与された者 

 (7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

 (8) 文部科学大臣の指定した者（昭和 28年文部省告示第５号） 

 (9) 本教育部において、個別の出願資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、22歳に達している者 

 

 ２）UMass Boston の出願資格を満たすこと 

 UMass Boston の出願資格として、以下の条件を満たしたものの受験が認められている。 

(1) 大学の学部を卒業したときの GPA が最低 2,75 以上あること＊ 

(2) 認証された高等教育機関で学士の称号を与えられていること 

(3)米国以外の受験希望者は、英語力を証明する試験等を受けておくこと 

(4)大学等における指導教員の推薦状を提出すること 

(5)本研究科を受験する目的を記したエッセーを提出すること 

＊UMass の成績はＡ〜Ｄまでが合格点であり、Fが不合格である。合格点は 4点を最高点と

しており、11段階に分かれている。ここでいう 2.75 は上から 5番目の「B-」にほぼ相当

する。全体のほぼ中間より少し上になる。熊本大学成績は秀から可までの 4段階、最高

点は 4点で UMass と同じである。2.75 は上から３番目の良（B）と「優（A）」の中間であ

り、全体のほぼ中間より少し上になる。 

 

＜本専攻の選考基準＞  

 上記の出願資格を満たした上で、下記の点を確認できた者。 

１）TOEFL-iBT79 点以上または IELTS6.0 以上と同等の英語能力を備えている者 

２）志望理由等を記載するエッセー＊及び面接結果に基づいて、将来展望、知的適正

があると認められる者 

 ＊エッセーでは、①志望理由において、これまでの学習と社会的問題への関心を、②大

学院で学びたい事柄において、紛争解決分野に関する事前の準備状況、特に熊本大学学

生については災害や高齢化がもたらす地域課題への関心と意欲を、UMass 学生について
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は日本やアジアや新しいコンフリクト課題への関心と意欲を、さらに③卒業後の進路希

望において、将来の目的と大学院での学習の関連づけなどを精査する。大学の学部を卒

業したときの GPA とともに、特に①と②において、紛争解決学を学修するために必要と

なる基礎学力や意欲等を測ることで、アドミッション・ポリシーを担保する入学選抜と

なる。 

 

＜選抜方法＞ 

熊本大学学生については、英語力を示す基準を満たした者のなかから、上記のエッ

セー、面接（いずれも英語）を課し、その成績上位の者から原則 2名を選抜する。 

UMass Boston の学生についても熊本大学と同様に、エッセー（書類選考）と面接によっ

て選抜する。米国人以外の者（いわゆる international student）が志望してきた場合に

は、エッセーと面接以外に、熊大学生と同じ英語の基準を課す。エッセーや必要に応じた

面接により、志望者の中から上位原則２名を選抜する。 

選抜は、両大学の合同入試委員会により実施する。 

 

＜編入学・転専攻に関する取扱い＞ 

 上述の熊本大学、UMass Boston の入学選抜時点で欠員があった場合のそれぞれ母体とな

る専攻からの転専攻を除き、本専攻への編入学・転専攻については認めない。本専攻所属

学生の、入学手続きを行った大学のシングル・ディグリー専攻への転専攻については、特

別の事情があると認められる場合は、両大学で協議のうえ認めるものとする。 

 

（４）入試運営体制 

 両大学の国際連携専任教員から教員が 2名ずつ参加して構成する合同入試委員会が入試

の基準を作成し、入学試験の実施運営は、おのおのの大学で行う。その後、合格者の案

を、両大学の教員によって構成される合同運営委員会に報告し、合同運営委員会で了承さ

れた後、それぞれの大学の教授会に諮る。そこで最終決定ということになる。 

 

（５）周知方法等 

本専攻に入学を希望する者に対して、取得する学位、修了要件、教育内容や方法、アカ

デミックカレンダー、学費、奨学金、その他学生支援等について、募集要項、両大学の

ホームページ、説明会の開催等により、以下の事項を含む情報を十分に周知する。 

・本専攻が国際連携によるジョイント・ディグリーであり、両大学連名による学位が授

与されること。 

・英語のみによる修了が可能であり、両大学で修得すべき単位数や修士論文の定めが、

通常の専攻とは異なること。 
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・入学料・授業料に関しては入学手続きを行った大学のみに納付するものとするが、保

険料などその他必要な費用に関して、UMass Boston の定めるとことにしたがって納付す

る義務があること。 

・利用可能な奨学金などの情報を提供する。 

 

10 管理運営 

（１）管理運営体制 

熊本大学大学院社会文化科学教育部の管理運営に関する最終的な責任及び権限を有する

職である社会文化科学教育部長の下に、本専攻の専攻長を置く。両大学委員により構成され

る合同運営委員会を置き、入学者選抜、両大学が開講する科目、カリキュラム関係、修了判

定についての現案を作成するほか、運営上の問題点等を協議し、重要事項に関しては両大学

それぞれの教授会の承認を得て意思決定する（資料６：運営体制）。 

合同運営委員会は、学期（セメスター）毎に１回開催し、その他必要に応じて開催するも

のとする。 

 

（２）事務組織 

熊本大学において、入学者選抜、学籍管理、履修登録等については人文社会科学系事務課

が行い、奨学金、宿舎等の支援については人文社会科学系事務課が学生支援部国際教育課と

連携し行う。UMass Boston において、マコーマック大学院事務室、国際課事務室が連携し、

入学者選抜、派遣受入に関する手続き、学籍管理等行う。事務処理の効率化の観点から、主

として人文社会科学系事務課とマコーマック大学院事務室が直接連絡を取り、その結果に

ついて、各大学において、関係部局と情報共有を行う。 

不測の問題等が発生した場合は、本専攻の事務を担当する人文社会科学系事務課とマコー

マック大学院事務室に情報を集約し、コーディネーターや関係部局、合同運営委員会と連携

して対応を行う。 

 

11 自己点検・評価 

（１）熊本大学における自己点検・評価 

熊本大学では、組織に関する自己点検・評価を実施し、教育・研究等の現状と課題を明ら

かにするとともに、その活動の一層の活性化を促すことにより、本学の発展に寄与すること

を目的として「組織評価」を実施している。 

 

（２）本専攻における自己点検・評価 

 本国際連携専攻においては、熊本大学及び UMass Boston にて共同で自己点検・評価を行

い、教育内容、指導方法等の改善を行う。なお、２年に一度報告書を作成し、両大学のホー

ムページで公表する。 
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12 連携外国大学について 

UMass Boston は 1964 年に設置された州立大学である。 

なお、米国の教育認定機関であるニューイングランド学校大学協会（New England 

Association of Schools and Colleges）の高等教育機関委員会（Commission on 

Institutions of Higher Education）による公的認定を受けている。 

https://www.umb.edu/the_university/accreditation 

また、当大学のマコーマック大学院は、米国における最も革新的な公共政策大学院ランキ

ング（Most Innovative Public Service Schools in the United States）のトップ 30校

に選出されており、公共政策・紛争解決学に強みを持つグローバルリーダーシップの育成を

大きな目的とした大学院である（https://mccormack.umb.edu）。 

 

（１）国際共同学位の制度 

UMass Boston が所在するアメリカ合衆国では、国家による制度上の枠組みとしての国際

連携教育課程についての制度、規定はないが、適切な運営を行うことによって大学が適切に

判断し、運営を行うことが可能である。先行事例として立命館大学とアメリカン大学との間

でジョイント・ディグリー・プログラムが実施されている。 

 

（２）米国の質保証制度による UMass Boston の評価 

 上記のように、UMass Boston は、米国の教育認定機関である Commission on Institutions 

of Higher Education of the New England Association of Schools and Colleges, INC.

から公的認可を受けており、最新では 2016 年に審査を更新している（資料７：連携外国大

学に対する国の質保証制度による評価書）。 

https://www.umb.edu/the_university/accreditation 

 

13 協議及び協定について 

（１）基本合意書・協定書について 

  UMass Boston とは平成 23年から交流を続けており、平成 28年には大学間交流協定を

締結した。この協定は国際連携専攻プログラムの構築を念頭においたものである。本専

攻の設置については、令和元年９月に基本合意書（MOU）を締結し、令和２年６月にジョ

イント・ディグリー協定を締結する予定である。 

  

（２）連携大学との協議について 

 両大学は各３名から構成される合同運営委員会を設置し、重要事項を協議する。テレビ

会議等の遠隔コミュニケーションツールを用いての対面の協議は年間 5回、他は電子メー

ルなどによって協議を行う。主な協議事項は、毎年９月及び２月、UMass の場合はさらに 5

月と 6月の入学者選抜、４月の熊本大学の開講科目決定、９月の UMass Boston の開講科目
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決定、3月の熊本大学側修了判定原案作成（その後教授会附議）、５月の UMass Boston 側

修了判定原案作成（その後教授会附議）である。 

それ以外の日常的に生じる諸問題に関しては、①熊本大学大学院社会文化科学教育部教

務担当者と UMass Boston 教務担当者との間での事務連絡、②連絡調整にあたるコーディ

ネーター間での協議、③双方の指導教員間での個別協議により解決する。専攻レベルで対

応しきれない重要事項に関しては、両大学の教授会において審議する。両大学の判断がず

れた場合は、双方の部局長間の協議によって、友好的に解決する。 

 

（３）不測の事態が生じた場合の連携外国大学との連携体制及び手続き 

熊本大学では、大学院社会文化科学教育部教務担当者・連絡調整にあたるコーディネー

ター・部局事務課が連携し、専攻長・指導教員と連絡をとり、社会文化科学教育部長のも

とで対応する。UMass Boston では、UMass Boston 教務担当者・連絡調整にあたるコーディ

ネーターが連携し、指導教員と連絡をとり、マコーマック大学院ディレクターのもとで対

応する。 

 

（４）協定書の締結者 

 熊本大学の協定書締結者である学長が責任ある意思決定者であることは、学校教育法第

92 条により、学長が大学の包括的な最終責任者としての職務と権限を有することから明確

である。 

また、相手大学の UMass Boston においても協定書の締結者は大学を代表する学長である

ことから、責任ある意思決定者であることは明確である。 

 

（５）協定書の内容 

 資料「協定書を説明する資料」のとおり。 

 

14  学生への経済的支援に関する取組 

 入学料・授業料は入学手続を行った大学のみが徴収し、相手大学の入学料・授業料は徴

収しない。 

熊本大学学生、UMass Boston 学生の支援に JASSO 奨学金を申請するほか、UMass Boston

学生には本学国際交流会館への入居を支援する。 

 

15 情報の公表 

 熊本大学では、平成 22年度に「教育情報の公表に係る基本方針」を策定し、同方針に基

づき、教育研究活動等の状況に関する情報を公表している。 

 また、UMass Boston においても、熊本大学同様にホームページにて積極的に情報を発信

している。 
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（１）熊本大学 

大学ホームページアドレス https://www.kumamoto-u.ac.jp/ 

社会文化科学教育部 http://www.gsscs.kumamoto-u.ac.jp/ 

学校教育法施行規則に基づく情報公表「教育情報の公表」は下記アドレスにて閲覧可能 

https://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/kyoikujyoho 

ホーム＞大学情報＞教育情報の公表 

 

なお、教育情報の公表のウェブページには、以下の項目が記載されているため、該当する

内容としてはこれに対応するものとなる。 

① 大学の教育研究上の目的に関すること 

② 教育研究上の基本組織に関すること 

③ 教育組織等に関する情報 

④ 学生に関する情報 

⑤ 教育課程に関する情報 

⑥ 学修成果に係る評価等に関する情報 

⑦ 学習環境に関する情報 

⑧ 学生納付金に関する情報 

⑨ 学生支援と奨学金に関する情報 

⑩ 教育課程を通じて修得が期待できる知識・能力の体系 

⑪ その他の公表情報 

   ・教育活動の状況 

   ・国際化の状況 

⑫ 外部評価実施状況 

⑬ 学部・研究科等の設置に関する情報 

 

（２）マサチューセッツ州立大学ボストン校 

大学ホームページアドレス https://www.umb.edu/ 

マコーマック大学院 https://mccormack.umb.edu/academics/crhsgg 

・教育研究の目的（養成する人材像） 

https://mccormack.umb.edu/academics/crhsgg/programs/conflict-resolution-ma 

・アドミッション・ポリシー 

https://admissions.umb.edu/graduate-students/apply 

https://admissions.umb.edu/graduate-students/apply/international-graduate-applicants 

・カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシー 

https://mccormack.umb.edu/academics/crhsgg/programs/conflict-resolution/course-

degree-requirements 
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9単
位

①
Re

se
ar

ch
 M

et
ho

ds
②

Th
eo

rie
s 

of
 C

on
fli

ct
Re

so
lu

tio
n

 
合

計
６

単
位

両 大 学 合 同

学 位 審 査

K
U

 後
学

期
※

修
了

要
件

2年
以

上
在

学
し

、
合

計
で

36
単

位
以

上
を

修
得

し
、

か
つ

必
要

な
研

究
指

導
を

受
け

、
修

士
論

文
又

は
特

定
の

課
題

に
つ

い
て

研
究

成
果

の
審

査
及

び
最

終
試

験
に

合
格

す
る

こ
と

。

熊
本

大
学

Ac
ad

em
ic

 C
al

en
da

r
前

学
期

４
月

：
KU

学
生

KU
(入

学
)＝

KU
・

UM
紛

争
解

決
学

国
際

連
携

専
攻

(所
属

)
※

UM
の

学
籍

は
9月

に
登

録
★

前
年

度
9月

、
２

月

U
M

学
生

:
５

月
末

学
位

記
授

与

9月
：

UM
学

生
UM

(入
学

)＝
KU

・
UM

紛
争

解
決

学
国

際
連

携
専

攻
(所

属
)
※

KU
の

学
籍

は
10

月
に

登
録

★

K
U

学
生

:
３

月
末

学
位

記
授

与

前
年

度
２

月
か

ら
6月

ま
で
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【
資

料
４

】

熊
本

大
学

・
マ

サ
チ

ュ
ー

セ
ッ

ツ
州

立
大

学
ボ

ス
ト

ン
校

成
績

換
算

表

評
語

素
点

Le
tte

r G
ra

de
Pe

rc
en

ta
ge

Q
ua

lit
y 

Po
in

ts

AA
(秀

）
95

-1
00

A 
93

-1
00

%
4

AA
(秀

）
90

-9
5

A-
 

90
-9

2%
3.

75

A（
優

）
80

-8
9

B+
 

87
-8

9%
 

3.
25

B（
良

）
75

-7
9

B 
83

-8
6%

 
3

B（
良

）
70

-7
4

B-
 

80
-8

2%
 

2.
75

C（
可

）
60

-6
9

C+
 7

7-
79

%
2.

25

D
C 

73
-7

6%
 

2

D
F 

0-
72

%
 

0

1.
マ

サ
チ

ュ
ー

セ
ッ

ツ
州

立
大

学
ボ

ス
ト

ン
校

の
成

績
評

価
は

、
A～

Fま
で

の
8段

階
で

あ
る

が
、

合
格

は
C＋

以
上

の
6段

階
で

あ
る

。

マ
サ

チ
ュ

ー
セ

ッ
ツ

州
立

大
学

ボ
ス

ト
ン

校
熊

本
大

学

2.
熊

本
大

学
の

学
生

が
持

ち
帰

っ
た

成
績

に
関

し
て

は
、

マ
サ

チ
ュ

ー
セ

ッ
ツ

州
立

大
学

ボ
ス

ト
ン

校
の

評
価

を
上

記
の

対
応

表
ど

お
り

に
熊

本
大

学
の

評
語

(4
段

階
）

に
読

み
替

え
る

も
の

と
す

る
。

3.
マ

サ
チ

ュ
ー

セ
ッ

ツ
州

立
大

学
ボ

ス
ト

ン
校

の
学

生
が

熊
本

大
学

の
成

績
を

持
ち

帰
る

場
合

は
、

熊
本

大
学

の
評

価
を

6段
階

に
分

け
て

読
み

替
え

る
も

の
と

す
る

。
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4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

☆
研

究
背

景
の

理
解

☆
研

究
準

備
①

☆
研

究
準

備
②

☆
研

究
･論

文
執

筆
・

紛
争

解
決

学
の

基
礎

・
理

論
的

理
解

の
深

化
  ・

修
士

論
文

・
テ

ー
マ

設
定

・
日

本
の

地
域

紛
争

・
副

指
導

教
員

と
面

談
 

  ま
た

は
・

文
献

調
査

・
主

･副
指

導
教

員
決

定
 

  修
士

プ
ロ

・
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

 
  ジ

ェ
ク

ト
・

研
究

・
論

文
執

筆
 

(レ
ポ

ー
ト

作
成

)
 

  選
択

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
）

 

9
10

11
12

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

1
2

3
4

休
業

休
業

☆
研

究
背

景
の

理
解

☆
研

究
準

備
①

☆
研

究
準

備
②

☆
研

究
･論

文
執

筆
・

紛
争

解
決

学
の

基
礎

・
理

論
的

理
解

の
深

化
・

副
指

導
教

員
と

面
談

・
テ

ー
マ

設
定

・
日

本
の

地
域

紛
争

・
修

士
論

文
・

文
献

調
査

・
主

･副
指

導
教

員
決

定
 

ま
た

は
・

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
 

修
士

プ
ロ

・
研

究
・

論
文

執
筆

 
(レ

ポ
ー

ト
作

成
)

 
ジ

ェ
ク

ト
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

）
 

選
択

・
主

指
導

教
員

に
 

よ
る

指
導

・
論

文
執

筆

・ 修 論 ( P R ) 提 出

・ 事 前 面 接

・ 学 位 審 査

・ 最 終 試 験 ( 口 頭 試 問 )

・ T P 提 出

第
1年

次

熊
本

大
学

Ac
ad

em
ic

 C
al

en
da

r

第
1年

次
第

2年
次

前
学

期
後

学
期

前
学

期
後

学
期

KU
 前

学
期

・
主

指
導

教
員

に
 

よ
る

指
導

・ 修 論 ( P R ) 提 出

・ 事 前 面 接
・

論
文

執
筆

・ 学 位 審 査

・ 最 終 試 験 ( 口 頭 試 問 )

第
2年

次

KU
 前

学
期

KU
 後

学
期

特
別

研
究

A

特
別

研
究

A
特

別
研

究
B

・ T P 提 出

U
M

as
s 

Bo
st

on
Ac

ad
em

ic
 C

al
en

da
r

U
M

as
s学

生

特
別

研
究

B

熊
本

学
生

U
M

 F
al

l S
em

es
te

r
U

M
 S

pr
in

g 
Se

m
es

te
r 

KU
 後

学
期

U
M

 S
pr

in
g 

Se
m

es
te

r 
U

M
 F

al
l S

em
es

te
r

Fa
ll 

Se
m

es
te

r
Sp

rin
g 

Se
m

es
te

r 
休

業
Fa

ll 
Se

m
es

te
r

5

U
M

 S
pr

in
g 

Se
m

es
te

r 
Sp

rin
g 

Se
m

es
te

r 

【
資

料
５

】
熊

本
大

学
・

マ
サ

チ
ュ

ー
セ

ッ
ツ

州
立

大
学

ボ
ス

ト
ン

校
紛

争
解

決
学

国
際

連
携

専
攻

研
究

指
導

・
学

位
審

査
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
デ

ィ
プ

ロ
マ

・
ポ

リ
シ

ー
①

ロ
ー

カ
ル

及
び

グ
ロ

ー
バ

ル
な

紛
争

に
関

す
る

専
門

知
識

を
修

得
し

、
対

話
的

解
決

を
実

践
で

き
る

。
②

日
米

の
紛

争
文

化
及

び
そ

の
解

決
の

制
度

に
関

し
て

深
い

理
解

を
も

っ
て

い
る

。
③

紛
争

を
現

代
社

会
の

価
値

変
容

、
社

会
変

容
の

機
会

と
し

て
理

解
で

き
る

。
④

グ
ロ

ー
バ

ル
な

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
力

を
培

い
、

多
様

な
人

た
ち

と
協

調
し

た
活

動
が

で
き

る
。

主
・

副
指

導
教

員
か

ら
の

研
究

指
導

最
終

試
験

（
口

頭
試

問
）

・
学

位
審

査

・
学

生
ご

と
に

構
成

さ
れ

る
、

審
査

委
員

会
に

よ
り

実
施

。
・

修
論

等
の

内
容

と
口

頭
試

問
に

よ
り

、
①

か
ら

④
の

能
力

を
備

え
て

い
る

か
を

評
価

【
審

査
委

員
会

構
成

員
３

名
】

・
主

指
導

教
員

（
主

大
学

）
・

副
指

導
教

員
（

副
大

学
）

・
専

門
分

野
が

近
い

教
員

1名
（

KU
・

UM
ど

ち
ら

の
所

属
教

員
で

も
構

わ
な

い
）

KU
・

UM
教

授
会

共
同

学
位

：
修

士
（

紛
争

解
決

学
）

（
KU

3月
・

UM
5月

授
与

）
主

・
副

指
導

教
員

か
ら

の
研

究
指

導

TP
：

タ
ー

ム
ペ

ー
パ

ー
修

論
：

修
士

論
文

PR
：

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
レ

ポ
ー

ト
（

修
士

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

選
択

の
場

合
）
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【
資

料
６

】
運

営
体

制

熊
本

大
学

マ
サ

チ
ュ

ー
セ

ッ
ツ

州
立

大
学

ボ
ス

ト
ン

校

合
同

入
試

委
員

会
(各

大
学

2
名

)
・

入
学

試
験

関
係

審
査

委
員

会
（

3
名

）
・

論
文

等
審

査

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

（
1
名
・
専
攻
長
）

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

（
1
名
・
専
任
教
員
）

人
文

社
会

科
学

系
事

務
課

・
入

学
者

選
抜

・
学

籍
管

理

・
履

修
登

録
等

学
生

支
援

部
国

際
教

育
課

・
奨

学
金

・
宿

舎
等

合
同

運
営

委
員

会
熊

本
大

学
運

営
委

員
(3

名
)、

マ
サ

チ
ュ

ー
セ

ッ
ツ

州
立

大
学

ボ
ス

ト
ン

校
(3

名
)

・
教

育
研

究
指

導
方

針
の

決
定

、
入

学
者

選
抜

、
修

了
判

定
現

案
作

成
、

開
講

科
目

の
決

定

運
営

委
員

（
3
名

）
運

営
委

員
（

3
名

）

マ
コ

ー
マ

ッ
ク

大
学

院
事

務
室

・
入

学
者

選
抜

・
学

籍
管

理

連 携
連 携

連
携

協
議

・
承

認

協
議

・
実

施

社
会

文
化

科
学

教
育

部

・
教

育
研

究
指

導
・

修
学

、
履

修
に

関
す

る
相

談
対

応
・

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

調
整

連

携

危
機

管
理

M
cC

o
rm

a
ck

 G
ra

d
u
a
te

 S
ch

o
o
l

国
際

課
事

務
室

・
派

遣
受

入
等

危
機

管
理

連

携
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